
受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

1 平成28年4月8日 教育委員会 図書館

１．図書館法第２条が，現状の取手市立図書館の「講座」の内
容を正当化する根拠となるか？条文のどの箇所がその解釈を許
容するのか？その法令上の根拠（令および判例などを含む）を
示せ（その文書のすべて）
２．上記１の「講座」の見学を市立図書館が認めない根拠とし
て，館長は消防法をあげた。同法のどの部分がそれに該当する
のか？条例，条文および具体的箇所を示せ（その文書のすべ
て）
３．「講座」の「見学」を認めないことは，どの法令，規程等
に基づくのか客観的な根拠を示せ（その文書のすべて）

不開示
（文書不存在）

3 平成28年4月14日 市長
健康づくり推進
課

①平成２７年に公募された「取手ウェルネスプラザ及び取手
ウェルネスパーク」の現指定管理者が，応募時に取手市に提出
した提案審査書類（様式２～様式６）
現指定管理者：とりで健幸づくりパートナーズ
②上記①の審査時の，各申請者の審査項目毎の審査得点がわか
る書類

部分開示
（法令秘情報）

（事業活動情報）

4 平成28年4月19日 市長
健康づくり推進
課

取手ウェルネスプラザに係る現指定管理者の事業提案書（様式
２号～６号）

不開示
（法令秘情報）

5 平成28年4月19日 教育委員会
スポーツ生涯学
習課

平成２７年に公募された「取手市立取手グリーンスポーツセン
ター」の現指定管理者が応募時に取手市に提出した提案審査書
類 様式第２号（事業計画書）

部分開示
（個人情報）

（事業活動情報）

6 平成28年4月19日 選挙管理委員会 総務課
平成２８年１月執行の取手市議会議員選挙に関し，公費負担を
申請したポスター代の「枚数確認書」全員分

部分開示
（個人情報）

7 平成28年4月20日 市長 広報広聴課
公職にある者から受けた提言，要望等に対する事務取扱要領第
４条報告書及び決裁書，第６条回答書に該当する文書

部分開示
（個人情報）

8 平成28年5月9日 教育委員会 公民館

１．最近３年間の，公民館の利用者（含団体）の，使用目的
（含内容）別の利用回数，利用者を示す文書
２．公民館の運営は，社会教育法に従う義務を負う。最近３年
間，取手市は同法に従い，どのような内容で「社会教育」を
行ってきたか，それを具体的に示す文書のすべて

全部開示

9 平成28年5月16日 教育委員会
スポーツ生涯学
習課

１．５月１５日の，●●●●氏への講演依頼に関する依頼書，
契約書の類の文書のすべて
２．上記以外の取手市の同氏に対する希望，条件等を記した文
書のすべて

部分開示
（個人情報）

（事業活動情報）

9 平成28年5月16日 教育委員会 図書館

１．５月１５日の，●●●●氏への講演依頼に関する依頼書，
契約書の類の文書のすべて
２．上記以外の取手市の同氏に対する希望，条件等を記した文
書のすべて

部分開示
（個人情報）

10 平成28年5月24日 市長 国保年金課

平成２８年度　国民健康保険診療報酬明細書点検業務委託及び
柔道整復師支給申請書点検業務委託における
①入札説明書
②入札・見積合わせ参加業者及び各業者の応札金額
③仕様書
④契約書及び契約金額

部分開示
（事業活動情報）
（文書不存在）

11 平成28年6月6日 市長 課税課

最近３年間の，下記の年齢帯別，年度別の市民税課税額を表に
してまとめたもの。（平均額，取手市）
１.年齢帯別（２０歳未満，２０～３０歳，３１歳～４０歳の
ように２０歳以上は１０歳ごとに８０歳まで一覧表にしたも
の。）
２.上記１を年度別に３年分まとめたもの。

全部開示

　　　平成２８年度　取手市情報公開条例の運用状況一覧



受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

12 平成28年6月15日 市長
健康づくり推進
課

・取手市立取手ウェルネスプラザ及び取手ウェルネスパークの
管理に関する基本協定書
・取手市立取手ウェルネスプラザ及び取手ウェルネスパークの
管理に関する平成２８年度協定書

部分開示
（事業活動情報）

13 平成28年6月17日 市長
健康づくり推進
課

ウェルネスプラザ指定管理公募要項
同指定に関する発議から起案，決裁に至るまでの文書
（会議録－指定までの経過を記録する文書）

部分開示
（事業活動情報）

14 平成28年6月23日 議会 議会事務局 平成２８年５月２３日提出，所得等報告書●●●●分全部 全部開示

15 平成28年6月23日 市長
健康づくり推進
課

「取手ウェルネスプラザ及び取手ウェルネスパーク」指定管理
者とりで健幸（けんこう）づくりパートナーズの応募時の事業
計画書及び収支計画書等公開可能な一式

不開示
（法令秘情報）

16 平成28年7月7日 市長 広報広聴課

・「政策情報紙」「蘖」№２６の業者の落札価格（ただし，１
年分の契約落札額であれば，今年度１年分の落札価格でも
可。）
・上記「蘖」№２６号（１年分しかないのであれば同上）に関
る契約に関する文書のすべて

部分開示
（事業活動情報）

17 平成28年7月8日 市長 政策推進課
政策情報紙「蘖」№２６，Ｐ６．３段目「戦略策定時に」～
「としています」まで９行分の「アンケート」の内容とその結
果を示す文書のすべて

全部開示

18 平成28年7月12日 市長
魅力とりで発信
課

政策情報紙「蘖」№２６，Ｐ．１の写真について，
１．左下写真に「職員」とあるから，被写体の人物のほぼ全員
は地方公務員と考えられる。この集まりに参加した全ての人物
の所属と氏名。
２．上記１にかかる集まりの会話・意見を記録したすべての文
書

部分開示
（事務事業執行情

報）

19 平成28年7月19日 教育委員会 指導課
取手市立小学校・中学校児童・生徒のうち，本日現在病気以外
の理由により，登校できないでいる人数の各学校が報告してい
る文書全部

部分開示
（個人情報）

20 平成28年7月19日 市長 広報広聴課
政策情報紙「蘖」№２６の企画，編集にかかわったすべての職
員の所属，氏名

全部開示

21 平成28年7月25日 市長 高齢福祉課

平成２８年３月期，社会福祉法人●●●●
社会福祉法人現況報告書
資金収支計算書，資金収支内訳表，事業活動計算書，事業活動
の内訳表，貸借対照表

全部開示

22 平成28年7月25日 議会 議会事務局

取手市議会発行のパンフレット（平成２７年６月付）「請願・
陳情の手引き」の３「陳情の取り扱いについて」について
１．標記３「陳情の取り扱いについて」
ゴシック体の文章「なお，以下に掲げる陳情は審査の対象とせ
ず，議場内配布または議長受付の扱いを基本としております」
とある措置の法的根拠（憲法，法律，条例，行政実例，国から
の通知，通達，判例等すべてを含む）を示す文書
２．前記決定およびパンフレット発行にかかわったすべての公
務員の職名，氏名のすべて，およびそのうち市職員の，該当す
る者の職名，氏名を示す文書のすべて
３．前記１のうち最下段「その他議会の審議になじまないも
の」の具体的内容を示した文書のすべて
４．標記３の記事により，これまで議会で審議されなかった事
例のすべてを示す文書（過去３ヵ年分）

部分開示
（個人情報）

（事業活動情報）
（文書不存在）



受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

23 平成28年7月29日 市長
魅力とりで発信
課

「２／２５職員ワークショップの参加者アンケート」の内容に
ついて
①設問１の５人目「取手の未だ知られていない魅力の数の多
さ」の内容を具体的に示す文書
②同設問１の７人目「自分の知らなかった市の良さ」の内容を
具体的に示す文書
③同設問２の６人目「担い手となる市民の発掘に２か月かけて
会いに行って来ました」事実を（どこのどんな人を対象にした
か，その調査の結果の内容等）を具体的に示す文書

不開示
（文書不存在）

24 平成28年8月1日 市長 政策推進課

１．「蘖」№２６上段では「市民アンケートの結果がまとま
り，２８年３月に公表されました」とあるが，同紙№２５（３
月）では結果の公表がなされていない。いつ，どこで結果を公
表したかを示せ。
２．実際の「市民アンケート結果報告書（平成２７年１０月と
る）では，有効回収率では３５．５％とあり前記「蘖」№２６
Ｐ２上段では６５．５％とある。数字が大幅に異なるが，どち
らが事実か？無論「市民アンケート」のみの数字である。
３．前記アンケート用紙の内容と前記紙上段のまとめの記事と
は，内容が違いすぎる。たとえば，「蘖」の同頁上段の「市の
どういうところに魅力を感じるか」という設問は，アンケート
用紙のどのページにあるのか？

全部開示

28 平成28年8月9日 市長 政策推進課

平成２７年度の「市民アンケート」について
標記アンケートのうち，「自由意見」について，１～６，１
６，２～１，３～２，１２，１３，２８，４～６８，８３，８
４，８５，８６，８７，８８，８９，９０，９１，９２，９
３，９４，９５，９６，１０３，１５８，１６８，１６９，１
７０，１７１，１７２，１７３，１７４，１７５，１７６，１
７７，１７８，１７９，１８０，１８１，１８２，１８３，１
８４，１８５，１８６，１８７，１８８，１８９，１９０，１
９１，１９２，１９３，１９４，１９５，１９６，１９７，１
９８，１９９，２００，２０１，２０２，２０３，２０４，２
０５，２０６，２０７，２０８，２０９，２１０，２１１，２
１２，２１３，２１４，２１５，２１６，２１７，２１８，２
１９，５～１０，１１，１７，１８，１９，２０，２１，３
０，３２，３３，３４，３５，３６，３７，３８，３９，４
０，６～１５，７～１，３，４，１３，１９，２０，２１，２
２，２３，２４，２５，２６，２７，３６，８～１７，２０，
２１，２２，２８，２９，３０，３８，５１，１０１
などについては当然テーマや視点が異なるが，自治体に対する
具体的な要望，批判であり，とりわけ８～１７，２１，２２，
２８，２９，３０などは，アンケート自体に対する不信，強い
批判を含むものがある。また当然，「自由意見」の欄は通常，
自ら意見を持つ人のみが書く。その意見が誤っていなければ，
自治体は極力，市政に反映されなければならない。ついては，
上記のすべて（１～８のすべて）について，担当課（政策推進
課）は，各番号の内容ごとにどれを，いつ，各担当課に連絡
し，善処を要望したか，その連絡の年月日，連絡した各担当課
名を証する文書の公開を求める。

全部開示

29 平成28年8月8日 市長 建築指導課
平成１９年６月～８月の間になされた，茨城県取手市●●●●
●●●●，同●●●●の土地の開発許可申請に係る申請書及び
添付書類一式（平面図，現況図，計画図，構造図等）

部分開示
（個人情報）

（事業活動情報）

30 平成28年8月15日 市長
健康づくり推進
課

１．「ウェルネスプラザ」の直近（集計がでている月までの）
の収支決算書（利用件数などを含む）
２．指定管理名と，相手先との契約書，協定書の類のすべて

部分開示
（事業活動情報）

31 平成28年8月18日 市長 市民課
取手市　住居表示台帳の付定一覧
２０１５年７月～２０１６年８月の期間で新たに住居表示番号
が付定された住所の一覧

全部開示



受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

32 平成28年8月16日 教育委員会 図書館

８月１５日付「市政への提言」への「回答」について
１．「流り廃りの激しい・・・」
ア）「蔵書のバランスを考慮しながら収集しています」という。しかし，現在，バランスが
とれていない事実が明白であるからそれを指摘し，過日の情報公開でも，職員はその事実を
認めた。この回答の繰り返しは，現在，バランスがとれている，という趣旨に必ずなる。な
ぜバランスがとれているといえるのか，具体的データをもって論証せよ。
イ）「流行による～お断りしています」～リサイクル図書を見ただけでも一目瞭然。「考慮
している」「偏りがない」事実を示す分野別蔵書リストなど，該当する文書のすべて
２．回答の日本語自体の意味が不明瞭。「回答」のすべてが「講座」とは考えられぬ。それ
ぞれ分野，対象，利用者別に，図書館法の定めにおける読書会，研究，鑑賞会などに該当す
る根拠を「回答」に挙げられた例をひとつずつ，内容を含めて論証せよ。
ア）「施設の提供」の意味を正確に示せ。
イ）「回答」に示された「新刊コーナー」その他の内容を，具体的図書名をすべて挙げ，
「時事に関する情報」となっている例をすべて挙げ，別個に論証せよ。
３．「取手市立図書館長，司書，その他図書館職員は」の肝心な主語を，ゴシック体の箇所
は省いている。請求者は過去３年以上，職員が熟知していて当然の地方自治法，同公務員法
をはじめ，各専門分野において指摘しており，反論はまったくなかった。「回答」の約２行
は，地方公務員法による公務員として当然きわまる責務であり，回答として成立しない。そ
の他，各専門分野及び読書量，読解力において，図書館長，司書その他職員が無知，無学，
無教養である例を繰り返し指摘しており，反論はまったくなかった。「回答」の約２行は前
記の公務員法による，公務員としての当然の責務であり，「教養を備えている」回答となっ
ていない。研修が教養の根拠となると，いかなる根拠で考えるか，職員全員について，地公
法，図書館法以外の学術芸術の実力を備えている根拠を，職員全員について，国家試験にお
ける資格等，学位等の例において示せ。
４．「雨月物語」の内容の出鱈目さについては既に指摘済みであり，
ア）図書館法に定める学術研究の業務と遠く隔たっている事実は明白である。現在の「講
座」と称する館長のいう「趣味」の集まりがどこで図書館法の学術研究（江戸文学を読み解
くことが学術研究でないはずがない）となりうる根拠を示せ。
イ）また，その内容への批判にまったく触れず，「大変好評」であるという，「好評」の根
拠と図書館法の趣旨において参加者の意見等のデータによって示せ。（この点は２点の回答
が必要）
ウ）「申込み」とは見学者のことか？見学者キャンセル待ちとは理解を絶する。●●●●氏
のいう消防法において法的に論証せよ。
５．「１０月からの予定」のどこがどう不明なのか？正確に示せ。当方は決して，了解も，
支援協力も行わない。

部分開示
（文書不存在）

33 平成28年8月22日 市長 広報広聴課

政治倫理審査会が政治倫理条例に基づき公開により市長等及び
市議会議員が提出した報告書の審査をした結果の意見書中，特
に７名９項目についての関連文書と会議録及び意見書更に公開
を担保する文書

全部開示

34 平成28年8月18日 市長 市民課

平成２８年１月１日から２８年６月３０日までに付定のあった
取手市住居表示に関する条例第３条・同規則に基づく住居表示
実施地区の住居表示符定簿（所在地番・住居表示・符定年月日
の記載ある一覧表）と該当の住居表示台帳（住居番号付定通知
書は不要です）

全部開示

35 平成28年8月24日 市長 管理課 取手市を契約者とする平成２８年度損害保険証券
部分開示

（事業活動情報）

35 平成28年8月24日 市長 排水対策課 取手市を契約者とする平成２８年度損害保険証券
部分開示

（事業活動情報）

35 平成28年8月24日 教育委員会 学務給食課 取手市を契約者とする平成２８年度損害保険証券
部分開示

（事業活動情報）

36 平成28年9月1日 市長 政策推進課

平成２７年度の「市民アンケート」のうち「自由意見」のう
ち，１～６，１６，２～１，３～２，１２，１３，２８，４～
６８，８３，８４，８５，８６，８７，８８，８９，９０，９
１，９２，９３，９４，９５，９６，１０３，１５８，１６
８，１６９，１７０，１７１，１７２，１７３，１７４，１７
５，１７６，１７７，１７８，１７９，１８０，１８１，１８
２，１８３，１８４，１８５，１８６，１８７，１８８，１８
９，１９０，１９１，１９２，１９３，１９４，１９５，１９
６，１９７，１９８，１９９，２００，２０１，２０２，２０
３，２０４，２０５，２０６，２０７，２０８，２０９，２１
０，２１１，２１２，２１３，２１４，２１５，２１６，２１
７，２１８，２１９，５～１０，１１，１７，１８，１９，２
０，２１，３０，３２，３３，３４，３５，３６，３７，３
８，３９，４０，６～１５，７～１，３，４，１３，１９，２
０，２１，２２，２３，２４，２５，２６，２７，３６，８～
１７，２０，２１，２２，２８，２９，３０，３８，５１，１
０１のすべてについて，政策推進課がどの意見をいつ，どの部
署に伝えたか確認できるものの記録の極力正確なもの。（必
ず，上記の一つずつ）

不開示
（文書不存在）



受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

37 平成28年9月8日 市長 広報広聴課
広報広聴課へ
「蘖」紙№２６ ２ページ目を執筆した職員名がわかる文書の
すべて

全部開示

38 平成28年9月8日 教育委員会 図書館

以下の法的根拠を明示せよ（法令条文その他を含む）
１．図書館法の立法趣旨が，大きく表現して「教養」であり，
その中心が学問，芸術であることがなぜ間違っているか。
２．図書館法に定める上記の趣旨において，現在の「雨月物語
を読み解く」の運営，内容が誤っていない根拠
３．講座を「見学」することが定員外であろうとなかろうとな
ぜ間違っている根拠，受け入れてはならない根拠を消防法条文
の規定において明示せよ。
４．請求人は，近日中に上記の図書館法の規定における「講
座」の趣旨通りの講座を講師として行なう用意がある。同意で
あれば，問題はないが，不同意の場合はその法的根拠を法令名
等において示せ。

不開示
（文書不存在）

39 平成28年9月29日 市長 建築指導課
建築計画概要書　●●年●●月●●日●●第●●号
添付してある図面

部分開示
（個人情報）

40 平成28年9月30日 市長 人事課

平成２８年８月１０日付「処分要望書」「回答」の作成を行っ
たすべての職員の所属，氏名を示せ。なお当該情報の公開にあ
たっては，当該職員の立ち会いがあるとすれば，本日付で提出
した「市長への手紙」に関する回答を公開当日，全員に求め
る。

部分開示
（個人情報）

41 平成28年10月4日 教育委員会 図書館
本請求日まで，取手市教育委員会職員の「図書利用カード」を
所持する者，および一度でも利用した者の数がわかる文書。

不開示
（文書不存在）

42 平成28年10月13日 市長 建築指導課
平成２８年度の建設リサイクル届出台帳（解体工事のみ）
４月１日～１０月１３日まで

部分開示
（個人情報）

44 平成28年10月24日 選挙管理委員会 総務課
Ｈ２８年市議選の選挙運動費用収支報告書のうち，●●候補
●●候補の印刷費部分の訂正のわかるもの及び添付書類

部分開示
（事業活動情報）

45 平成28年10月25日 議会 議会事務局 ８月８日の議員報酬関連のアンケート集計結果 全部開示

46 平成28年10月27日 市長 市民課
住居表示台帳写し
・白山５丁目１３，白山８丁目２，井野３丁目２

全部開示

47 平成28年10月27日 市長 人事課

平成１６年１０月２６日付，合併協定調印式で交わされた合併
協定書の内容のうち，一般職の職員の身分の取扱について，取
手市と藤代町の一般職の職員の取扱について均衡を失しないよ
う公正に取扱うものとすとあるが，関連する文書全部の内，給
与に関するもの

全部開示

48 平成28年10月27日 議会 議会事務局 取議発第１１８号及び１０８号を発するにいたった全ての情報
部分開示

（個人情報）



受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

49 平成28年10月31日 教育委員会 指導課

１．●●●●中学校●年●●生徒●●に関し，同校生徒に行っ
たアンケート用紙の原文・解答内容集計した文書及び聞き取り
調査した原文又は集計した文書，保護者より教育委員会及び同
校に提出された資料及び文書など全部
学校設置者と三者（教育委員会・学校・保護者）による情報の
共有はどのようにしたか，これを証明する文書全部
２．９月２２日に発生した中学校逮捕事件について，議会に説
明した資料全部

部分開示
（意思決定過程情

報）
（文書不存在）

50 平成28年10月31日 議会 議会事務局

陳情第６号採択後，議会における公式会議に記録されている次
の文書
１．議員２４名が提出したアンケート
２．議員活動記入シート原文又は提出されたシート
３．許可した岩崎議会事務局長補佐が提出した発言取り消し申
出書

部分開示
（文書不存在）

（事務事業執行情
報）

51 平成28年11月7日 議会 議会事務局

①平成２８年２月２５日付，政務活動費収支報告書，会派●●
●●が提出した添付文書を含む文書全部及び同会派が提出した
平成２８年１０月４日付修正許可申請書と添付文書
同上文書の修正を認める法的根拠及び事実誤認を認める規定
（あれば）
②地方自治法第１００条第１４項，政務活動費について，取手
市議会議長は同条第１６条が示す，その使途の透明性の確保を
どのように規定しているのか関連文書

部分開示
（個人情報）

（事業活動情報）
（文書不存在）

52 平成28年11月15日 市長 水とみどりの課

平成２７年１１月２０日付，収納通知書について，次の文書
１．発行日の判明する文書
２．領収金額９，０００円について，納入の内容に伴う適正金
額の補正を証明する文書
３．公園施設使用料に関する規定

部分開示
（個人情報）

（文書不存在）

53 平成28年11月15日 市長 障害福祉課

●●●●法人●●●●に関する情報公開請求の内容
１．請求明細書（介護給付費等）（平成２７年４月から平成２
８年３月まで）
２．国保連下り就労継続支援提供実績記録表（平成２７年４月
から平成２８年３月まで）
３．障害福祉サービス費等過誤決定通知書（平成２７年４月か
ら平成２８年１１月まで）

部分開示
（個人情報）

54 平成28年11月24日 市長 安全安心対策課
地方自治法第２４４条に定める取手市の「公の施設」のすべて
において，屋内，屋外を問わず喫煙を禁止する旨を定めた法的
拘束力を持つ条例，規則等，「禁煙」を表示したすべての文書

全部開示

54 平成28年11月24日 市長 文化芸術課
地方自治法第２４４条に定める取手市の「公の施設」のすべて
において，屋内，屋外を問わず喫煙を禁止する旨を定めた法的
拘束力を持つ条例，規則等，「禁煙」を表示したすべての文書

部分開示
（文書不存在）

54 平成28年11月24日 市長 高齢福祉課
地方自治法第２４４条に定める取手市の「公の施設」のすべて
において，屋内，屋外を問わず喫煙を禁止する旨を定めた法的
拘束力を持つ条例，規則等，「禁煙」を表示したすべての文書

部分開示
（文書不存在）

54 平成28年11月24日 市長 障害福祉課
地方自治法第２４４条に定める取手市の「公の施設」のすべて
において，屋内，屋外を問わず喫煙を禁止する旨を定めた法的
拘束力を持つ条例，規則等，「禁煙」を表示したすべての文書

部分開示
（文書不存在）

54 平成28年11月24日 市長 子育て支援課
地方自治法第２４４条に定める取手市の「公の施設」のすべて
において，屋内，屋外を問わず喫煙を禁止する旨を定めた法的
拘束力を持つ条例，規則等，「禁煙」を表示したすべての文書

部分開示
（文書不存在）

54 平成28年11月24日 市長
健康づくり推進
課

地方自治法第２４４条に定める取手市の「公の施設」のすべて
において，屋内，屋外を問わず喫煙を禁止する旨を定めた法的
拘束力を持つ条例，規則等，「禁煙」を表示したすべての文書

部分開示
（文書不存在）

54 平成28年11月24日 市長 保健センター
地方自治法第２４４条に定める取手市の「公の施設」のすべて
において，屋内，屋外を問わず喫煙を禁止する旨を定めた法的
拘束力を持つ条例，規則等，「禁煙」を表示したすべての文書

全部開示



受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

54 平成28年11月24日 市長 管理課
地方自治法第２４４条に定める取手市の「公の施設」のすべて
において，屋内，屋外を問わず喫煙を禁止する旨を定めた法的
拘束力を持つ条例，規則等，「禁煙」を表示したすべての文書

不開示
（文書不存在）

54 平成28年11月24日 市長 水とみどりの課
地方自治法第２４４条に定める取手市の「公の施設」のすべて
において，屋内，屋外を問わず喫煙を禁止する旨を定めた法的
拘束力を持つ条例，規則等，「禁煙」を表示したすべての文書

不開示
（文書不存在）

54 平成28年11月24日 市長 産業振興課
地方自治法第２４４条に定める取手市の「公の施設」のすべて
において，屋内，屋外を問わず喫煙を禁止する旨を定めた法的
拘束力を持つ条例，規則等，「禁煙」を表示したすべての文書

部分開示
（文書不存在）

54 平成28年11月24日 市長 農政課
地方自治法第２４４条に定める取手市の「公の施設」のすべて
において，屋内，屋外を問わず喫煙を禁止する旨を定めた法的
拘束力を持つ条例，規則等，「禁煙」を表示したすべての文書

不開示
（文書不存在）

54 平成28年11月24日 教育委員会 教育総務課
地方自治法第２４４条に定める取手市の「公の施設」のすべて
において，屋内，屋外を問わず喫煙を禁止する旨を定めた法的
拘束力を持つ条例，規則等，「禁煙」を表示したすべての文書

部分開示
（文書不存在）

54 平成28年11月24日 教育委員会 学務給食課
地方自治法第２４４条に定める取手市の「公の施設」のすべて
において，屋内，屋外を問わず喫煙を禁止する旨を定めた法的
拘束力を持つ条例，規則等，「禁煙」を表示したすべての文書

部分開示
（文書不存在）

54 平成28年11月24日 教育委員会 指導課
地方自治法第２４４条に定める取手市の「公の施設」のすべて
において，屋内，屋外を問わず喫煙を禁止する旨を定めた法的
拘束力を持つ条例，規則等，「禁煙」を表示したすべての文書

部分開示
（文書不存在）

54 平成28年11月24日 教育委員会
スポーツ生涯学
習課

地方自治法第２４４条に定める取手市の「公の施設」のすべて
において，屋内，屋外を問わず喫煙を禁止する旨を定めた法的
拘束力を持つ条例，規則等，「禁煙」を表示したすべての文書

部分開示
（文書不存在）

54 平成28年11月24日 教育委員会 公民館
地方自治法第２４４条に定める取手市の「公の施設」のすべて
において，屋内，屋外を問わず喫煙を禁止する旨を定めた法的
拘束力を持つ条例，規則等，「禁煙」を表示したすべての文書

部分開示
（文書不存在）

54 平成28年11月24日 教育委員会 図書館
地方自治法第２４４条に定める取手市の「公の施設」のすべて
において，屋内，屋外を問わず喫煙を禁止する旨を定めた法的
拘束力を持つ条例，規則等，「禁煙」を表示したすべての文書

全部開示

55 平成28年11月29日 市長 広報広聴課

①庁舎内にある記者会室を，各社に提供している根拠となる法
令や条例・契約書・覚書など
②記者会が運営しているルールなどがある場合，取手市が掌握
している規約・会則など

不開示
（文書不存在）

55 平成28年11月29日 市長 管財課
③記者会室の光熱水費（徴収，上納されている場合，金額のわ
かるもの）

不開示
（文書不存在）

56 平成28年12月1日 市長 政策推進課
取手市の手数料・使用料の料金を見直しますとするパンフレッ
ト作成について，地方公務員法第３２条に定める手続きをどの
ようにしたか，証明する文書及びその経費を証明する文書

部分開示
（個人情報）

（事業活動情報）



受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

57 平成28年12月8日 市長 市民課
・桜が丘１丁目全体の街区の配置がわかる図面
・桜が丘１丁目１～８，１０，１２～１４街区の住居表示台帳

部分開示
（文書不存在）

60 平成28年12月12日 市長 政策推進課
手数料・使用料改正パンフレットにある，今までに主な改正を
３回実施しているとしているが，主なもの以外，それぞれ何件
あるかその記録文書及び担当課の判明する全文書

全部開示

61 平成28年12月12日 市長 都市計画課

２０１６年１２月２４日号「週刊現代」の特集「老いる家傾く
マンション，崩れる街」の「全国民必読」とある記事中，「茨
城県取手市」が一例として挙げられている。本件については，
以前「いかなる施策を講じているか」と請求人自身が市政への
提言を行った事実がある。本件につき，不名誉な報道がなされ
ている事実について，本件の解決にあたり，取手市が行ったす
べての施策と，それが明らかに効果を挙げている事実を（例
を）示すデータを別々に分けて公開せよ。とりわけ後者につい
ては厳格に。

部分開示
（文書不存在）

61 平成28年12月12日 市長 安全安心対策課

２０１６年１２月２４日号「週刊現代」の特集「老いる家傾く
マンション，崩れる街」の「全国民必読」とある記事中，「茨
城県取手市」が一例として挙げられている。本件については，
以前「いかなる施策を講じているか」と請求人自身が市政への
提言を行った事実がある。本件につき，不名誉な報道がなされ
ている事実について，本件の解決にあたり，取手市が行ったす
べての施策と，それが明らかに効果を挙げている事実を（例
を）示すデータを別々に分けて公開せよ。とりわけ後者につい
ては厳格に。

全部開示

62 平成28年12月14日 市長 水とみどりの課
陳情第２８号に表記されている緑地運動公園のコート整備・保
全のサポートをしているあるがどのような根拠か関連する文書
全部及び平成２７年中の使用手続きに関する文書全部

部分開示
（個人情報）

（事業活動情報）

63 平成28年12月12日 市長 水とみどりの課
平成２７年１１月２０日，●●●●が公園施設使用料９０００
円を取手市会計窓口で支払った際の様式第２号納入通知書

不開示
（文書不存在）

64 平成28年12月14日 市長
健康づくり推進
課

取手ウェルネスプラザ及び取手ウェルネスパークについて，平
成２７年の指定管理者公募の際，現指定管理者が提出した提案
審査書類一式（様式第２号，３号，３号－１，３号－２，４
号，５号，５号－１，５号－２，５号－３，５号－４，６号）

不開示
（法令秘情報）

65 平成28年12月19日 教育委員会 学務給食課

１．平成２８年度の各小学校別心臓検診結果集計表
２．平成２８年度の各中学校別心臓検診結果集計表
３．平成２８年度の小学校心臓有所見者一覧表
４．平成２８年度の中学校心臓有所見者一覧表

部分開示
（個人情報）

66 平成28年12月19日 市長 農政課
取手市における平成２７年度中に使用料について，徴収する権
利が時効により失効した権数と金額のわかる文書（農業ふれあ
い公園，ふれあい農園，都市公園）

不開示
（文書不存在）

66 平成28年12月19日 市長 水とみどりの課
取手市における平成２７年度中に使用料について，徴収する権
利が時効により失効した権数と金額のわかる文書（農業ふれあ
い公園，ふれあい農園，都市公園）

不開示
（文書不存在）



受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

67 平成28年12月19日 教育委員会 図書館

１．取手市図書館管理運営規則
　第９条（６）「所定の場所以外で飲食又は喫煙してはならな
い」
　→・「所定の場所」とは具体的にどこを指すか
　　・「所定の場所」以外のすべての場所でも飲食または喫煙
してはいけないのか？
　上記について，法的拘束力を持つ条例，規則ほかの前記利用
者の行為を禁止しうる文書を示せ
Ａ．上記１～７について，「所定の場所」と特定されている場
所以外に関する文書開示（利用者等が付近に存在した場合，明
らかに「迷惑」を生じうることを客観的に証明できる場合を除
く）。また８において，前記に該当しない場合，「火災が発生
した場合に人命を危険を生じる」とは，ほぼ想定しがたい。前
記８のとおり，いかなる場合を指すか，これを法的に論証しう
る法令，判例等を示せ。

不開示
（文書不存在）

67 平成28年12月19日 市長 高齢福祉課

２．「取手市かたらいの郷管理規則」
　第７条（１）「所定の場所以外での飲食，喫煙してはならな
い」
　→・「所定の場所」とは，具体的にどこを指すか？
　　・「所定の場所」以外であればどこでも喫煙していけない
のか？
　以上２点につき，喫煙を禁ずる法的拘束力を持つあらゆる文
書のすべて（前記２点に法的に答えることを前提とする）
３．取手市老人福祉センターあけぼの管理規則
　第７条（２）「所定の場所以外で火気を塩用し，又は喫煙を
しないこと」について，前記２と同様の法的根拠を示す文書
（前記２に関する２点への回答となるもの）
４．「取手市老人福祉センターさくら荘管理規則」
　利用者の順守事項第７条（２）
　「所定の場所以外で火気を使用し，又は喫煙をしないこと」
　→・「所定の場所」とは具体的にどこを指すか？
　　・「所定の場所」以外のすべての場所では喫煙してはいけ
ないのか？
　上記２点に答え，それを禁止しうる法的拘束力を持つすべて
の文書
Ａ．上記１～７について，「所定の場所」と特定されている場
所以外に関する文書開示（利用者等が付近に存在した場合，明
らかに「迷惑」を生じうることを客観的に証明できる場合を除
く）。また８において，前記に該当しない場合，「火災が発生
した場合に人命を危険を生じる」とは，ほぼ想定しがたい。前
記８のとおり，いかなる場合を指すか，これを法的に論証しう
る法令，判例等を示せ。

不開示
（文書不存在）

67 平成28年12月19日 市長 保健センター

５．「取手市立保健センター管理規則」第３条（２）「所定の
場所以外で火気を使用し，又は喫煙をしないこと」について，
前記４と同様，利用者の行為を禁止しうる法的根拠を示す文書
のすべて（前記４同様）
Ａ．上記１～７について，「所定の場所」と特定されている場
所以外に関する文書開示（利用者等が付近に存在した場合，明
らかに「迷惑」を生じうることを客観的に証明できる場合を除
く）。また８において，前記に該当しない場合，「火災が発生
した場合に人命を危険を生じる」とは，ほぼ想定しがたい。前
記８のとおり，いかなる場合を指すか，これを法的に論証しう
る法令，判例等を示せ。

不開示
（文書不存在）

67 平成28年12月19日 市長 産業振興課

６．「取手市立働く婦人の家及び取手市立勤労青少年ホームの
設置及び管理に関する条例施行規則」第６条（３）「所定の場
所以外で飲食又は喫煙をしないこと」について，
　・「所定の場所」とは具体的にどこか？
　・「所定の場所」以外ではすべての場所で喫煙が認められて
ないのか？
　上記２点につき答え，利用者の当該行為を禁止しうる法的根
拠を示す文書

不開示
（文書不存在）

67 平成28年12月19日 市長 文化芸術課

７．「取手市ギャラリーの設置及び管理に関する条例施行規
則」第１５条（４）「所定の場所以外において飲食し，又は喫
煙しないこと」→前記６同様，２点に対する答えと，それを正
当化しうる法的拘束力を持つ文書のすべて
Ａ．上記１～７について，「所定の場所」と特定されている場
所以外に関する文書開示（利用者等が付近に存在した場合，明
らかに「迷惑」を生じうることを客観的に証明できる場合を除
く）。また８において，前記に該当しない場合，「火災が発生
した場合に人命を危険を生じる」とは，ほぼ想定しがたい。前
記８のとおり，いかなる場合を指すか，これを法的に論証しう
る法令，判例等を示せ。

不開示
（文書不存在）



受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

67 平成28年12月19日 消防長 消防本部予防課

８．「取手市火災予防条例」第２３条（１）～（３）以外の場
所において，（４）の「火災が発生した場合に人命に危険を生
じるおそれのある場所」とは，たとえば（１）の「舞台又は客
席」以外の前記「おそれの場所」とは，具体的にどの場所を指
すか？前記（１）（２）（３）に明らかに該当しない場所およ
び状況での喫煙はいかなる法的拘束力を持つ文書で定められて
いるのか？同条冒頭「次に掲げる場所」および（４）に関し，
法的根拠を持ちうる内容を示す文書のすべて
　以上について該当する文書の公開を求める。
Ａ．上記１～７について，「所定の場所」と特定されている場
所以外に関する文書開示（利用者等が付近に存在した場合，明
らかに「迷惑」を生じうることを客観的に証明できる場合を除
く）。また８において，前記に該当しない場合，「火災が発生
した場合に人命を危険を生じる」とは，ほぼ想定しがたい。前
記８のとおり，いかなる場合を指すか，これを法的に論証しう
る法令，判例等を示せ。

部分開示
（文書不存在）

67 平成28年12月19日 市長 安全安心対策課
Ｂ．前記以外のすべての公の施設のほか市役所本庁舎，支所等
行政にかかる窓口における，喫煙を禁じるに足る法的拘束力を
持つ法令，条例，規則等の文書すべて

不開示
（文書不存在）

67 平成28年12月19日 市長 藤代総合窓口課
Ｂ．前記以外のすべての公の施設のほか市役所本庁舎，支所等
行政にかかる窓口における，喫煙を禁じるに足る法的拘束力を
持つ法令，条例，規則等の文書すべて

不開示
（文書不存在）

67 平成28年12月19日 市長 取手支所
Ｂ．前記以外のすべての公の施設のほか市役所本庁舎，支所等
行政にかかる窓口における，喫煙を禁じるに足る法的拘束力を
持つ法令，条例，規則等の文書すべて

不開示
（文書不存在）

67 平成28年12月19日 市長 管財課
Ｂ．前記以外のすべての公の施設のほか市役所本庁舎，支所等
行政にかかる窓口における，喫煙を禁じるに足る法的拘束力を
持つ法令，条例，規則等の文書すべて

不開示
（文書不存在）

67 平成28年12月19日 市長 障害福祉課
Ｂ．前記以外のすべての公の施設のほか市役所本庁舎，支所等
行政にかかる窓口における，喫煙を禁じるに足る法的拘束力を
持つ法令，条例，規則等の文書すべて

不開示
（文書不存在）

67 平成28年12月19日 市長 子育て支援課
Ｂ．前記以外のすべての公の施設のほか市役所本庁舎，支所等
行政にかかる窓口における，喫煙を禁じるに足る法的拘束力を
持つ法令，条例，規則等の文書すべて

不開示
（文書不存在）

67 平成28年12月19日 市長
健康づくり推進
課

Ｂ．前記以外のすべての公の施設のほか市役所本庁舎，支所等
行政にかかる窓口における，喫煙を禁じるに足る法的拘束力を
持つ法令，条例，規則等の文書すべて

不開示
（文書不存在）

67 平成28年12月19日 市長 管理課
Ｂ．前記以外のすべての公の施設のほか市役所本庁舎，支所等
行政にかかる窓口における，喫煙を禁じるに足る法的拘束力を
持つ法令，条例，規則等の文書すべて

不開示
（文書不存在）

67 平成28年12月19日 市長 水とみどりの課
Ｂ．前記以外のすべての公の施設のほか市役所本庁舎，支所等
行政にかかる窓口における，喫煙を禁じるに足る法的拘束力を
持つ法令，条例，規則等の文書すべて

不開示
（文書不存在）

67 平成28年12月19日 市長 農政課
Ｂ．前記以外のすべての公の施設のほか市役所本庁舎，支所等
行政にかかる窓口における，喫煙を禁じるに足る法的拘束力を
持つ法令，条例，規則等の文書すべて

不開示
（文書不存在）
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67 平成28年12月19日 市長 都市計画課
Ｂ．前記以外のすべての公の施設のほか市役所本庁舎，支所等
行政にかかる窓口における，喫煙を禁じるに足る法的拘束力を
持つ法令，条例，規則等の文書すべて

不開示
（文書不存在）

67 平成28年12月19日 市長 教育総務課
Ｂ．前記以外のすべての公の施設のほか市役所本庁舎，支所等
行政にかかる窓口における，喫煙を禁じるに足る法的拘束力を
持つ法令，条例，規則等の文書すべて

不開示
（文書不存在）

67 平成28年12月19日 教育委員会 学務給食課
Ｂ．前記以外のすべての公の施設のほか市役所本庁舎，支所等
行政にかかる窓口における，喫煙を禁じるに足る法的拘束力を
持つ法令，条例，規則等の文書すべて

不開示
（文書不存在）

67 平成28年12月19日 市長 指導課
Ｂ．前記以外のすべての公の施設のほか市役所本庁舎，支所等
行政にかかる窓口における，喫煙を禁じるに足る法的拘束力を
持つ法令，条例，規則等の文書すべて

不開示
（文書不存在）

67 平成28年12月19日 教育委員会
スポーツ生涯学
習課

Ｂ．前記以外のすべての公の施設のほか市役所本庁舎，支所等
行政にかかる窓口における，喫煙を禁じるに足る法的拘束力を
持つ法令，条例，規則等の文書すべて

不開示
（文書不存在）

67 平成28年12月19日 教育委員会 公民館
Ｂ．前記以外のすべての公の施設のほか市役所本庁舎，支所等
行政にかかる窓口における，喫煙を禁じるに足る法的拘束力を
持つ法令，条例，規則等の文書すべて

不開示
（文書不存在）

68 平成28年12月27日 市長 課税課

１．確定申告，市・県民税の申告にあたり，住民がマイナン
バーを記入すべき義務を定めた法令上の根拠を定めた文書を開
示せよ。
２．取手市が総務省および税務署に，前記１の内容について従
うべき義務を定めた法令を示す文書を開示せよ。

全部開示

69 平成28年12月27日 市長 人事課
取手市職員の新規採用，再雇用，昇進などにあたり，課せられ
る筆記試験の問題（過去３年分）のすべて

部分開示
（文書不存在）

（事務事業執行情
報）

70 平成29年1月16日 市長 水とみどりの課

１．平成２８年１２月２６日付，取建発第１５２４号で開示し
た協定書について，
①第３条による甲が負担する材料・資材の一覧及び当初費用２
７年，２８年分について
②第４条による先行仮予約の記録及び一般開放の記録
③利用料金納付記録
④１月～３月の間，文化事業団への申込状況の記録
⑤第６条甲から乙へ連絡した記録と作業記録
⑥平成２２年４月１日付協定書
⑦Ｈ．Ｇ．Ｉ．Ｊ．Ｋテニスコート小区分の判明する文書
２．前期に類似する手続きが付されている中区分カ所に関する
文書及び各テニスコート使用が判明する文書

部分開示
（個人情報）

（事業活動情報）
（文書不存在）

71 平成29年1月16日 市長 水とみどりの課
平成２７年１１月２０日●●●●が公園施設使用料９０００円
を取手市会計窓口で支払ってきたと●●●●へ提示した会計法
上の様式第２号に相当する文書

全部開示

72 平成29年1月16日 市長 水とみどりの課

昭和６２年１２月１２日条例第３６号のいかに規定されている
ことについて，明確にする文書及び根拠
１．第２条５項　管理上必要な範囲とその条件
２．第９条４項　管理上必要があると認めるときとその条件

不開示
（文書不存在）

73 平成29年1月16日 市長 水とみどりの課
平成２８年１０月１１日付取市発第２８０号下水道処理施設跡
地の寄付に関する要望について（回答）の文書に関連する文書
全部（要望，回答，決議書，面談記録及び報告書など）

部分開示
（個人情報）

（事業活動情報）
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74 平成29年1月27日 市長 建築指導課
平成２年取建指令第５号，道路位置指定にかかる打合せ図面
（ようへき断面）

全部開示

75 平成29年1月30日 市長 水とみどりの課

平成２７年１１月１６日付取手市都市公園使用許可申請書の期
間に「なお，証明の点検で下記の期間も利用したく存じます。
２７年１１月２０日は１６時～２時間程度」と申告されている
が使用許可書第７９号には，その許可期間の記載がされていな
いが許可しなかったのか。どのような取扱いをしたか。更に使
用する場所公園施設には「別紙のとおり」とある，これらを証
明する文書

部分開示
（文書不存在）

76 平成29年1月30日 教育委員会 公民館

公民館に外部から専門家の講師を招く場合，取手市から支出さ
れる金額（一人５０００円と聞いている）を定めた公文書のす
べて。（ウェルネスプラザその他の公民館以外の同様の規定が
あれば，それらのすべてを含む）

全部開示

77 平成29年1月31日 市長 水とみどりの課
平成２９年１月２７日付，取建発第１６７７号，決定に関連す
る文書全部

全部開示

78 平成29年2月3日 市長 水とみどりの課
平成２８年７月７日付，請求金額３４，５６０円の公金決裁行
為に関する文書全部（各課で所管するもの）

部分開示
（事業活動情報）

78 平成29年2月3日 市長 会計課
平成２８年７月７日付，請求金額３４，５６０円の公金決裁行
為に関する文書全部（各課で所管するもの）

部分開示
（個人情報）

（事業活動情報）

79 平成29年2月3日 市長 水とみどりの課

平成２７年，取手収穫感謝祭２０１５を開催した水と緑と祭り
の広場使用料未徴収分について，平成２８年１１月２９日～平
成２９年１月３１日までの間に適正金額に補正に関する関連文
書（収入票その他）

部分開示
（個人情報）

79 平成29年2月3日 市長 会計課

平成２７年，取手収穫感謝祭２０１５を開催した水と緑と祭り
の広場使用料未徴収分について，平成２８年１１月２９日～平
成２９年１月３１日までの間に適正金額に補正に関する関連文
書（収入票その他）

部分開示
（個人情報）

80 平成29年2月3日 市長 市民課

平成２８年７月１日から２８年１２月３１日までに付定のあっ
た取手市住居表示に関する条例第３条・同規則に基づく住居表
示実施地区の住居表示符定簿（所在地番・住居表示・符定年月
日の記載ある一覧表）と該当の住居表示台帳（住居番号付定通
知書は不要です）

全部開示

81 平成29年2月9日 市長 障害福祉課

●●●●法人●●●●（別名●●●●）に関する情報公開請求
の内容
１．点検済明細書等情報（介護給付費・訓練等給付費請求明細
書情報）２０１６年１２月分及び２０１７年１月分
２．就労継続支援提供実績記録票　２０１６年１２月分及び２
０１７年１月分

部分開示
（個人情報）

（文書不存在）

82 平成29年2月10日 教育委員会 公民館
「取手市立公民館定期利用団体に関する運営要綱」に従って公
民館を利用した者の人数およびその利用料金を証する文書

全部開示

83 平成29年2月13日 教育委員会 公民館

１．「取手市公民館定期利用団体に関する運営要綱」の，とく
に第３条の義務規定について，その法的根拠，法的拘束力を証
する文書のすべてを示せ。
２．前記について，担当者は法的根拠を一切示さず，この要綱
を廃止せず，今後も当該義務規定を継続する旨明言した。取手
市教育委員会は地方自治法第１４条②，社会教育法第５章及び
当該条例・規則に従わない法的根拠を示す文書を示せ。

不開示
（文書不存在）
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84 平成29年2月24日 教育委員会 公民館
現在の公民館に関する要綱には法的拘束力はなく，しかも義務
規定は定められない。これを直ちに廃止しないでよい法的根拠
を示す文書（要綱で義務を課すことは適法でない）

不開示
（文書不存在）

85 平成29年2月24日 市長 障害福祉課

●●●●法人●●●●（別名●●●●）に関する情報公開請求
の内容
１．点検済明細書等情報（介護給付費・訓練等給付費請求明細
書情報）　２０１７年１月分
２．就労継続支援提供実績記録票　２０１７年１月分

部分開示
（個人情報）

86 平成29年3月8日 市長 環境対策課
２０１７年３月６日市議会全員協議会に，配布された資料のす
べて
・指定廃棄物保管施設設置工事の進捗状況

全部開示

86 平成29年3月9日 市長
中心市街地整備
課

２０１７年３月７日市議会全員協議会に，配布された資料のす
べて
・取手駅東口エレベーターなど新設に関する調査検討

全部開示

87 平成29年3月14日 市長 子育て支援課
（仮称）取手市取手東部保育所・地域子育て支援センター新築
工事設計業務に係る公募型プロポーザル
最適業者⑥技術提案書（様式６－１．６－２）

部分開示
（個人情報）

88 平成29年3月21日 市長 政策推進課

１．最新の「市民アンケート」回答のうち「自由意見」の内容
がわかる文書のすべて
２．前記「自由意見」に対し，各所轄がどのように対応したか
（または，回答したか）がわかる文書のすべて

不開示
（文書不存在）

89 平成29年3月24日 市長 政策推進課
最新の「市民アンケート」質問内容と，それに対する回答すべ
ての開示

全部開示

※１ 受付番号の２，２５，２６，２７，４３，５８及び５９については，申出により取下げとなったものです。
※２ 個人情報等の権利利益を害するおそれがるものについては，伏せ字で表記されています。
※３ 「情報の内容」の欄は，開示請求者からの請求内容を上記の「※２」以外の部分は原本のとおり転記しています。


